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はじめに 

  

平成 23年３月 11日に発生した東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所事故により

大量の放射性物質が放出され、環境の汚染が生じた。このため、国及び市町村等は、人の健康又

は生活環境に及ぼす影響を速やかに低減することを目的として、放射性物質により汚染された土

壌等の除染の措置（以下、「除染事業」という。）を進め、平成 29年３月末に面的除染が概ね完了

し、多くの地域で避難指示が解除された。 

この機を捉えて、除染事業の実施で得られた経験、知見、教訓を記録として後世に残すととも

に、国内外に共有すること、また、かつてない規模で実施された除染の意義や実施状況を広く国

民に対して説明することを目的として本事業誌を作成した。 

本事業誌は、平成 27年３月にまとめた「平成 26年度「除染に関する報告書」」を踏まえ、環境

省を中心にこれまでに取り組んできた一連の放射性物質汚染対策のうち除染事業について、基本

的な方針、事業の枠組みや除染工法の確立、現場での施工や管理、除染の効果や検証、地域の方々

とのコミュニケーションなど、取組の経緯や内容とその背景、課題や教訓を取りまとめた。除染

事業の評価については、別途、放射性物質汚染対処特別措置法施行状況検討会や環境回復検討会

において事業の実施状況や技術的な評価が行われているため、これらの結果を盛り込んだ。 

なお、放射性物質汚染対策は引き続き継続しており、仮置場の解消や特定廃棄物の処理、中間

貯蔵施設、帰還困難区域における除染の取組等については、今回のとりまとめでは詳細に取り扱

わないこととした。 

なお、本事業誌は次の６章から構成される。 

第１章 除染事業の経緯と概要 

第２章 除染の特徴と意義 

第３章 除染事業の制度と工法 

第４章 除染事業の実施 

第５章 除染の効果・検証・リスクコミュニケーション 

第６章 今後の課題と教訓 

第１章では、除染事業の経緯や背景、実施状況を概説した。第２章では、放射能汚染や日本の

社会的背景を踏まえた今回の除染の特徴や意義、放射線防護の基準や除染の目標について述べた。

第３章では、制度的な枠組みや実施体制、除染工法の確立の経緯や内容を解説した。第４章では、

実際の除染現場で用いられた除染工法や、除染事業者による施工管理について記載した。第５章

では、除染による効果や検証結果、事業の各段階で取り組んだ様々なリスクコミュニケーション

の取組内容について記載した。第６章では、今回の除染の経験から得られた知見や課題、今後の

教訓について述べた。 
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巻頭言 

◇除染事業誌の公表に当たって 

 

 

平成 23年３月、東日本大震災とそれに伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故により、大量

の放射性物質が環境中に放出され、広範囲に汚染が生じるという未曾有の事態が生じた。 

この放射性物質による環境の汚染が人の健康や生活環境に及ぼす影響を速やかに低減するため、

同年８月に放射性物質汚染対処特別措置法が制定され、汚染された土壌や廃棄物への対処につい

て、これまで原子力政策を推進してきたことに伴う社会的な責任を負っていることに鑑み、国が

必要な措置を講ずることとなった。同時に、これらの環境汚染への対処については、各省庁、関

係自治体、研究機関等の関係機関、事業者等が総力を結集し、一体となってできるだけ速やかに

行うものとされた。 

 

このうち、汚染された土壌等の除去等を行う「除染」については、生活圏において大規模に行

うという世界的に見ても前例のない措置となった。当初は技術的な知見が少なく、放射線という

目に見えないもの相手にするということもあり、事業実施という点でも、住民の不安を取り除く

という点でも、大変な困難を要するものであった。こうした中、手探りで除染の実施方法を確立

してきた。また、除染の実施に当たっては、環境省、地方公共団体、事業者などの協力の下、こ

れまでに延べ約 3,000 万人以上の作業員が事業に携わり、住民の希望や期待に応えるために全力

で除染作業に取り組んできた。その結果、平成 30年３月までに、全域で計画していた面的除染が

完了した。環境省を代表して、除染に関わった皆様、さらには除染にご協力いただいた住民の皆

様に心から感謝申し上げる。 

 

このような前例のない規模で実施してきた除染から得られた経験、知見、教訓を記録し、国内

外に共有することは、事業の説明責任の観点のみならず、後世への備えとしても非常に重要であ

る。 

このため、計画していた面的除染が完了したこの機を捉えて、除染事業誌を取りまとめること

とした。取りまとめに当たっては、除染方法の確立に関わった有識者の方々や除染事業に携わっ

た一般社団法人日本建設業連合会中間貯蔵・除染部会の方々に編集委員会の委員としてご参加い

ただき、３回にわたり精力的にご議論いただいた。編集委員をはじめとする本事業誌作成に関わ

った関係者の皆様には感謝を申し上げる。 

 

計画していた面的除染完了後は、引き続き、中間貯蔵施設事業や汚染廃棄物処理事業も含め、

放射性物質による環境汚染からの回復に向けた取組を着実に進めていく必要がある。加えて、帰

還困難区域についても、平成 29年５月に改正された福島復興再生特別措置法に基づく特定復興再

生拠点区域における家屋等の解体・除染が始まったところである。こうした取組を通じて、今後

とも、被災地の復興の更なる加速化に貢献していく所存である。 

 

環境大臣                                                              
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◇除染事業報告書編集に際して 

除染事業誌編集委員会委員長 鈴木基之 

東日本大震災に伴う津波を受け、福島第一原子力発電所で発生した過酷事故は、炉の溶融や建

屋等の爆発も生み、発電所敷地外の広範な地域に放射性物質を飛散させることとなった。従来、

原子力発電所は厳格な基準の下に設計・運転管理がなされ、環境中に放射性物質が放出されると

いう事態が起こることは、我が国においては全く想定されておらず、ましてや、このような事故

が発生したとき、緊急時に何が求められるのか、また長期的な環境回復を目指して如何なる対応

が求められるのかなどの面で、国として、また地域としての準備はなされていなかった。 

環境中に飛散した放射性物質は周辺住民の方々にとっては青天の霹靂であり、当然ながら直接

的な健康被害の心配を齎しただけではなく、周辺の農地や住宅地、それを取り巻く自然生態系へ

蓄積した放射性物質が将来的に、土壌、農作物などを経由して如何に人々の営みや生業に影響を

与えることになるのかなど、諸々の惧れに関しては、事故が発生して初めて、具体的にその対応

が検討されることとなった。 

事故によって生じた被害を旧に復することに関しては、全ては原因者の責任でなされるべきも

のではあるが、その被害の甚大さと、必要とされる対応・対策の緊急性・多様性を考慮するとき

に、総合的な環境回復の方策などを国として計画し、地域自治体も含めて、具体的な実施に移す

ことが必要であった。 

中央環境審議会においては、事故後、４月に臨時総会を開催し、「環境中に飛散した放射性物質」

による環境汚染に対して「環境省」が主導的に対応すべきであるなどの内容を有する会長提言が

まとめられている。それまでは「環境基本法」においては、放射性物質による環境汚染について

は原子力基本法その他関連法律で定めること(第十三条)と記されており、環境基本法の対象物質

から除外されていたのである。 

事故後、５か月余りを経て、特別措置法（正式名“平成二十三年三月十一日に発生した東北地

方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放出された放射性物質による環境の汚染への対

処に関する特別措置法”）が制定され、環境大臣が除染に関する諸々の計画策定、施行の責任を

負うこととなった。さらに、環境基本法の除外規定（第十三条）は廃止され、それに伴い、水質

汚濁防止法、大気汚染防止法などの実施法類からも放射性物質に関する除外規定が除かれる改正

が行われている。 

福島地域の除染に関しては、特別措置法に従い、「汚染が著しく、国が廃棄物・土壌などの除染

の措置を必要と指定した地域」（除染特別地域）に対し、国が直接、除染を行う責任を負う（直轄

除染）こととし、５年間をかけて宅地 22,000件に加え、農地・道路・住居の近隣の森林 15,700ha

の除染を行い、平成 29 年３月に完了した。この対象となった地域は 11市町村にまたがっており、

各地区とも、汚染の状況は異なっていることは勿論、住民の方々がなさったご苦労も、それぞれ

多様で大きなものがあり、実際の除染作業を地域の協力の下に、どのように遂行し、一応の目標

に到達したのか、種々の課題を乗り越えて計画完了に到った我が国の経験は大きな意味を有する
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ものであろう。 

最終的な「環境回復」が達成されるには、更なる地域の努力が必要であり、長期間の間に地域

のコミュニティも、居住されていた方々やその親族や家庭も大きく変貌し、容易に回復完成など

の判断が下せる時期が来ることもないかもしれない。現段階においては、国の直轄除染という、

いわば、国家的な年限を限った大プロジェクトが遂行され、それが終了したということに過ぎな

いかもしれないが、この期間に行われてきたことに関する記録を体系的に整理し、この難事業を

遂行した過程で得られた知識や知恵、それは計画の未熟さや、状況の把握や理解の不十分さから

起こった誤りであったかも知れないが、いずれにせよ、人類初めての過酷事故に挑んだ環境回復

の記録から学んだ諸々の教訓をキッチリと残していくことが、いわば後世に対する我々の義務で

あり、ひいては世界に対する責任でもある。 

除染事業報告書として、本書は、実際に、事故以来、法規制の整備、国・自治体による除染の

分担、国によって行われた直轄除染の具体的な作業はどのような形で行われたのかを事実に即し

て整理している。また、これらの記録の上に、どのように除染が進行し、成果を上げ、そこに関

わった色々な立場の方々が、何を学んだのかを教訓として整理しようと試みたものである。今後、

原子力発電所の事故に限らず、放射性物質が環境中に放出されるような事態が生じた場合に、人

の健康、生態系の健全性などを保障するためにはなにを考えるべきか、どのような管理体制が必

要となるのかなど、将来の人類の生存に向けて考え、準備しておくべきことは何かなど、関わっ

た方々が学んだ知恵を纏める方向で企画されたものである。 

種々の教訓は、結果論となっているものも多いであろうし、地域特性固有の状況の中での教訓

ということで、一般化が難しいものもあるであろう。しかし、人類初の経験と言っても良い、人

口密集地を背後に抱えた地域で生じた放射性物質の環境中への飛散という状況に対する、現時点

までの闘いの記録として、意味のある著述を残すことが、被災され、ご苦労され、あるいは未だ

に避難状態に置かれている方々に対する責任の一つであり、また世界的にも有効に利用いただく

ことを通じて、持続可能な人間活動を実現する糧として役立つことを祈りつつ、纏め上げられた

ものとなっている。 

さらに、広く除染事業の推移と共に色々な形でコミットされた方々のお考えなども、記述頂き、

本編中にはコラムという形で収録させて頂いた。除染が如何に広がりを持ったものであったかを

ご理解頂くことにつながることを期待している。 
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